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（改 正 後） （改 正 前） 

 

定期積金規定 

 

１～１１．（省略） 

 

１２．（解 約） 

（１）この積金を解約するときは、当組合所定の定期積金解約申込書に届出の印章により記名押印して

通帳または証書とともに、当店に提出してください。 

（２）前項の解約の手続に加え、当該積金の解約を受けることについて正当な権限を有することを確認

するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当組合

が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

（３）この積金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利用

することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの積金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、積金契

約者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約

の通知をすることによりこの積金を解約することができるものとします。 

①積金契約者が積金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

②積金契約者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③積金契約者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業務

を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

１３～２０．（省略） 

 

２１．（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

（１）この積金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日を

いうものとします。 

①第２０条に掲げる異動が最後にあった日 

②将来における積金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、積金

に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③当組合が積金契約者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が積金契約者等に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過し

た場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれ

か遅い日までに通知が積金契約者等の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

（省略） 

 

 

 

定期積金規定 

 

１～１１．（省略） 

 

１２．（解 約） 

（１）この積金を解約するときは、当組合所定の定期積金解約申込書に届出の印章により記名押印して

通帳または証書とともに、当店に提出してください。 

（２）前項の解約の手続に加え、当該積金の解約を受けることについて正当な権限を有することを確認

するため当組合所定の本人確認資料の提示等の手続を求めることがあります。この場合、当組合

が必要と認めるときは、この確認ができるまでは解約を行いません。 

（３）この積金は、第１号、第２号ＡからＦおよび第３号ＡからＥのいずれにも該当しない場合に利用

することができ、第１号、第２号ＡからＦまたは第３号ＡからＥの一にでも該当する場合には、

当組合はこの積金の開設をお断りするものとします。また、次の各号の一にでも該当し、積金契

約者との取引を継続することが不適切である場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約

の通知をすることによりこの積金を解約することができるものとします。 

①積金契約者が積金開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合 

②積金契約者が、次のいずれかに該当したことが判明した場合 

Ａ 暴力団 

Ｂ 暴力団員 

Ｃ 暴力団準構成員 

Ｄ 暴力団関係企業 

Ｅ 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

Ｆ その他前各号に準ずる者 

③ 積金契約者が、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為をした場合 

Ａ 暴力的な要求行為 

Ｂ 法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当組合の信用を毀損し、または当組合の業務

を妨害する行為 

Ｅ その他前各号に準ずる行為 

 

１３～２０．（省略） 

 

２１．（休眠預金等活用法に係る最終異動日等） 

（１）この積金について、休眠預金等活用法における最終異動日等とは、次に掲げる日の最も遅い日を

いうものとします。 

①第２０条に掲げる異動が最後にあった日 

②将来における積金に係る債権の行使が期待される事由として次項で定めるものについては、積金

に係る債権の行使が期待される日として次項において定める日 

③当組合が積金契約者等に対して休眠預金等活用法第３条第２項に定める事項の通知を発した日。

ただし、当該通知が積金契約者に到達した場合または当該通知を発した日から１か月を経過した

場合（１か月を経過する日または当組合があらかじめ預金保険機構に通知した日のうちいずれか

遅い日までに通知が積金契約者の意思によらないで返送されたときを除く。）に限ります。 

（省略） 
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２２．（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

（１）この積金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの積金に係る債権は

消滅し、積金契約者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

（２）前項の場合、積金契約者等は、当組合を通じてこの積金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、積金契約者等は、当組合

に対して有していた積金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けるこ

とができます。 

（省略） 

 

２３．以下省略 

以 上 

（令和 4年 4月 1日現在） 

 

２２．（休眠預金等代替金に関する取扱い） 

（１）この積金について長期間お取引がない場合、休眠預金等活用法にもとづきこの積金に係る債権は

消滅し、積金契約者等は、預金保険機構に対する休眠預金等代替金債権を有することになります。 

（２）前項の場合、積金契約者等は、当組合を通じてこの積金に係る休眠預金等代替金債権の支払を請

求することができます。この場合において、当組合が承諾したときは、積金契約者は、当組合に

対して有していた積金債権を取得する方法によって、休眠預金等代替金債権の支払を受けること

ができます。 

（省略） 

 

２３．以下省略 

以 上 

（平成 3年 10月 1日現在） 

 


